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１ 法に基づく指導等の実施に関する所管行政庁との連携 

  県計画（第 4 １）において、所管行政庁は、すべての特定既存耐震不適格建築物の所

有者に対して、またその他の建築物（一定の既存耐震不適格建築物）の所有者には必要に

応じて法に基づく指導及び助言を行うこととしていることから、本市においても市内のこ

れらの耐震化を促進するため、所管行政庁と連携して対応します（表４－１）。 

意見欄 

  【参考】県計画における所管行政庁による実施方針 

(1)  指導及び助言 ： 耐震化の必要性や改修に関する説明又は文書の送付。 

(2)  指    示 ： 耐震診断及び耐震改修に関して実施すべき事項を具体的に記載 

した指示書の交付等。 

(3)  公    表 ： 広報やホームページへの登載、各地方事務所等へ掲示。 

  （表４－１） 

区 分 努力義務 指導及び助言 指   示 公   表 

 

法 

特定既存耐震不適格建築物 

（法第14条、法15条第１項） 

特定既存耐震不適格建築物 

（法７条第２項） 

指示を受けた所有者が正当な

理由がなく、その指示に従わ

なかった場合 

一定の既存耐震不適格建築物 

（法第 16 条第１項、第２項） 
－ － 

 

２ 建築基準法による勧告又は命令等の実施に関する特定行政庁との連携 

(1)  県計画（第４ ２）においては、所管行政庁が法第 12 条第３項又は法第 15 条第３

項に基づき公表を行ったにもかかわらず、所有者が耐震改修を行わない場合には、構

造耐力上主要な部分の地震に対する安全性について、著しく保安上危険であると認め

られる建築物については、特定行政庁（所管行政庁と同じ。）は、建築基準法第 10 条

第３項による命令を行うこととされていることから、特定行政庁と連携して対応しま

す。 

(2)  同様に、損傷、腐食、その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険で

あると認められる建築物については、特定行政庁が建築基準法第１０条第１項に基づ

く勧告や同条第２項の規定に基づく命令を行うこととされていることから、特定行政

庁と連携して対応します。 

 

第４ 建築基準法による勧告又は命令等についての所管行政庁との連携 


